
16,525,501 18,190,675
△ 9.2

25,588,307

企　　　業　　　会　　　計

25,233,798

合　　　　　　　　　　　計
2.1

55,800,143 54,636,278
1,163,865

14,040,844
3,183,548

10,857,296

集　　　　　　　　　　　　計

一　　　般　　　会　　　計

議案第２７号

0

△ 1.4

29.3

△ 1,665,174
特　　　別　　　会　　　計

△ 354,509

8,585,606

2,911,380

60,353

3.8
議案第２３号 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,657,581

議案第２６号
皆増

議案第２４号 工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計

3.6

1,944,295

2,865
△ 598

298,051

15.4

8,287,555

4,938

△ 1,944,295

皆減

議案第１８号

1,597,228

墓 園 事 業 特 別 会 計

議案第２２号

32,107

110,603

指 定 訪 問 看 護 事 業 特 別 会 計

115,387

病 院 事 業 会 計

54,399 55,552

△ 296,822

議案第１６号 住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 特 別 会 計

37,045

議案第１７号

議案第１９号

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 0

平成３１年度橋本市当初予算案資料(会計別）
（単位：千円）

議案番号 会　　計　　名 Ｈ３１年度当初

25,233,798

7,244,587

一 般 会 計

増減額及び
増減率(%)

Ｈ３０年度当初

△ 19.0

25,588,307

△ 2,863

2,267

7,541,409

△ 20.9

△ 354,509

△ 1.4

△ 3.9

12,235

議案第１５号 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

15,098

議案第１４号

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

△ 30.3

4,784

4.3

介 護 保 険 特 別 会 計 7,093,817 6,683,304

208,214
△ 63,176

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

△ 2.1

議案第２１号

下 水 道 事 業 会 計

△ 1,153

土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 145,038議案第２０号

410,513

2,911,380

6.1

163,145 0
163,145

皆増

議案第２５号 水 道 事 業 会 計 2,543,858 2,569,741
△ 25,883

△ 1.0
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一般会計

総務費

◇主な経費

こども食堂支援事業補助金 千円

◇主な経費

転入夫婦新築住宅取得補助金 千円
空き家お試し暮らし応援補助金 千円
空き家移住応援補助金 千円
移住支援金 千円

千円

平成３1年度当初予算（案）の歳出の主なもの

1,002

480

5,000

1,002

予算説明書 　76ページ

教育と福祉の連携に要する経費

 橋本こども食堂支援事業補助

予算説明書 　72ページ 担当課 教育福祉連携推進室 財源内訳（千円）

千円

　こども食堂実施団体によるこども食堂開設や運営を支援するため、平
成31年度から33年度の3年に限り以下の補助金を設ける。
○こども食堂支援事業補助金
・冷蔵庫等備品購入費や事業実施に係る設備改修費の1/2を交付する。
（最高20万円）
・事故、食中毒等に対応する保険代や食品衛生責任者講習会受講料等事
業運営費

予 算 額

担当課 　シティセールス推進課 財源内訳（千円）

移住・定住促進に要する経費

　移住・定住支援補助事業

9,000

1,000

予 算 額 15,480 千円

　本市への移住推進及び空き家の利活用促進を図るため、以下の補助事
業を実施する。

①転入夫婦新築住宅取得補助金（継続）
②空き家お試し暮らし応援補助金（継続）
③空き家移住応援補助金（継続）
④移住支援金（新規）【国：1/2、県1/4、市1/4】
 平成31年度創設の地方創生交付金（移住・起業・就業タイプ）事業。
 東京23区で5年以上就業又は在住した者が市内に転入し、「就活サイク
ルプロジェクト」参画事業の求人に採用された者又は県の企業支援金の
交付決定を受けた者に対し定額で補助を行い、仕事・移住支援を推進す
る。
　世帯移住：100万円　単身移住：60万円

計 15,480

国県支出

金 
101 

その他

（ふるさと

応援基金

繰入金） 
901 

国県支出

金 
3,750 

その他（ふ

るさと応援

基金繰入

金） 
5,240 

一般財源, 
6,490 
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訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金 千円
（交通サービス利便向上促進事業）

千円

消耗品費（トイレ処理セット等） 千円
食糧費（アルファー化米、保存水等） 千円
役務費（通信料） 千円
備蓄用飲料水製作委託料 千円

千円
千円
千円

 交通サービス利便向上促進（ICカード導入）事業費補助

予算説明書 　78ページ 担当課 　総務課 財源内訳（千円）

交通網整備に要する経費

　地域の利用者の利便性の向上及び訪日外国人旅行者をはじめとする地
域外からの来訪者の移動の円滑化を図るため、市内路線バス、コミュニ
ティバスへのＩＣカード導入経費に関して事業者（南海りんかんバス）
に対し補助を行う。
　事業費128,772千円【国1/3、事業者1/3、自治体1/3（うち県1/2、橋本
市1/4、高野町1/4）】

市民協働等に要する経費

予 算 額 1,000 千円

　橋本市地域づくり活動補助

予 算 額 10,731 千円

10,731

財源内訳（千円）　82ページ 担当課 　政策企画室予算説明書

2,154
1,100

　複数の区・自治会など地域において共通する課題と課題をつなぎ合わ
せ、これを解決することを目的に複数の区・自治会など地域を巻き込ん
だ課題解決型事業を図るため、NPO法人やボランティア団体に対して、会
場借上料や資材購入費等の1/2を交付する助成制度を創設した。（最高：
20万円）

2,840

　「中央構造線断層帯による地震」の被害想定を基に、昨年に引き続き
トイレ処理セット、備蓄水、防災毛布などの整備を行う。また、平成30
年度より拠点避難場所となった各地区公民館に防災倉庫及び防災備品を
整備する予算を計上した。

計 30,888
22,810

1,576

408

財源内訳（千円）

予 算 額

◇主な経費

橋本市地域づくり活動交付金 1,000

　84、86ページ 担当課 　危機管理室

◇主な経費

30,888 千円

災害対策に要する経費

災害備蓄品等購入費

予算説明書

防災用毛布整備事業委託料
備品購入費（リヤカー、エアマット、防災倉庫及び備品等）

国県支出

金 
500 

その他

（ふるさと

応援基金

繰入金） 
500 

一般財源 
10,731 

国県支

出金 
10,184 

地方債 
4,700 

一般財

源, 
16,004 
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民生費

◇主な経費

市実行委員会補助金 千円

◇主な経費

委託料 千円
（伏原文化センター耐震改修工事監理委託料） （ 千円）
（名古曽文化センター耐震設計委託料） （ 千円）
（岸上文化センター耐震設計委託料） （ 千円）
伏原文化センター耐震改修工事費 千円

千円

　平成31年度に開催される第32回全国健康福祉祭和歌山大会「ねんりん
ピック紀の国わかやま2019」に向け、市実行委員会への補助金を予算計
上した。

【会期：11月9日(土)～12日(火)】
　○ソフトバレーボール競技：県立橋本体育館
　【11月9日開始式・監督会議、11月10日～11日競技会】
　○ゴルフ競技：橋本カントリークラブ
　【11月10日公式練習日、11月11日競技会】

16,749

32,087

文化センター管理運営に要する経費

1,188
1,467

財源内訳（千円）

ねんりんピック紀の国わかやま2019に要する経費

　ねんりんピック市実行委員会補助費

予算説明書 　120ページ 担当課 　いきいき長寿課 財源内訳（千円）

予 算 額 16,749 千円

　文化センター耐震改修事業

予算説明書 　122ページ 担当課 　文化センター

計

予 算 額 37,832

5,745

千円

　建築基準法改正前（昭和５６年）の建築である文化センターのうち、
伏原文化センターは耐震工事費及び耐震改修工事監理委託料を、岸上文
化センター及び名古曽文化センターについては、耐震設計を実施するた
めの委託料を予算計上した。

3,090

37,832

国県支

出金 
26,207 

地方債 

9,000 

一般財

源, 2,625 

一般財

源 
16,749 
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◇内訳

施設利用者負担金の減（歳入予算の減額影響分） 千円
私立認定こども園給付費の増 千円
（※子どものための教育・保育給付費　425,714千円などに含まれる）

千円

◇主な経費

たんぽぽ園新築等設計監理委託料 千円
たんぽぽ園造成工事費 千円

千円

衛生費

◇主な経費

ごみ収集ボックス設置補助金（1/2、最高10万円） 千円
生ごみ処理機器購入補助金（1世帯1台、最高4万円） 千円
生ごみ堆肥化・減量化集団実施奨励金（1世帯400円） 千円

千円
千円

こども園管理運営に要する経費

　幼児教育無償化経費

計

ごみ対策に要する経費

予算説明書 　132ページ 担当課 　こども課 財源内訳（千円）

予 算 額 134,655 千円

たんぽぽ園等整備に要する経費

 たんぽぽ園整備事業

予算説明書 　138ページ 担当課 　こども課 財源内訳（千円）

97,951

計

　本年10月から実施される幼児教育無償化に係る影響額を算定し、財源
として、平成31年度の国の地方財政対策として創設される「子ども・子
育て支援臨時交付金」を予算計上した。

36,704

予 算 額 17,314 千円

計 17,314

　園舎の老朽化および受入定員を増員するため、たんぽぽ園の園舎を新
築する。平成31年度は、園舎の新築と移転後の旧園舎の解体等に係る設
計監理委託料及び、新築予定地の造成工事費を予算計上した。

　可燃ごみ収集の週1回化に向け、ごみの減量とごみ収集効率化の取組を
一層進めるため、昨年度に引き続き以下の補助金予算を計上した。

134,655

予 算 額 31,000

6,680

千円

31,000

7,000
24,000

6,284

1,750
2,600

　ごみ対策関係補助

予算説明書 156ページ 担当課  生活環境課 財源内訳（千円）

ごみ対策補助金（区・自治会に対し、年2回まで）

国県支

出金 
45,256 臨時交

付金 

89,399 

一般財

源 
17,314 

地方債 

27,900 

一般財

源, 
3,100 
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◇主な経費

高野口地域への水道送水管接続工事等（出資金） 千円
児童手当（水道事業会計繰出金） 千円
その他（繰出金） 千円

千円

◇主な経費
病院事業債元利償還金 千円
地方交付税措置分 千円
児童手当等 千円
財政健全化計画による減額分 千円

千円

農林水産業費

◇主な経費

農産物産地化委託料 千円
商標登録手数料 千円
その他（消耗品など） 千円

千円

529
305
163

計 997

予 算 額 119,973 千円

　高野口地域への水道管接続工事に要する費用の一般会計負担分等を、
水道事業会計出資金として計上するとともに、児童手当など水道事業会
計への繰出基準に基づく繰出金及び飲料水供給施設への繰出金を計上し
た。

111,374

一般会計出資金・水道事業会計等繰出金

　水道事業会計への出資金、繰出金

予算説明書  158ページ 担当課 　財政課 財源内訳（千円）

病院事業会計繰出金

　病院事業会計への繰出金

予算説明書  158ページ 担当課 　財政課 財源内訳（千円）

1,200
7,399

計 119,973

332,011
5,192

△ 30,000
計 769,808

予 算 額 769,808 千円

　新病院建設費の起債償還費を、繰出基準に基づき一般会計負担分を繰
出すほか、地方交付税に措置されている病院費用を繰出す予算を計上し
た。

462,605

予 算 額 997 千円

　高野山の食糧供給地としての役割を担っていた本市農産物の産地化、
ブランド化を進め、付加価値の向上を図るための経費として、商標登録
手数料や産地化に関する助言、企画提案などの支援を委託する予算を計
上した。

農業振興に要する経費

　農産物産地化事業費

予算説明書  166ページ 担当課 　農林振興課 財源内訳（千円）

地方債 
110,800 

一般財源 
9,173 

一般財源

（地方交付

税） 
585,493 

一般財源 
167,177 

国県支

出金 
499 

その他

（ふるさと

応援基金

繰入金） 

498 
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◇主な経費

ため池防災対策計画策定委託料 千円

商工費

◇主な経費

企業立地促進奨励金 千円

◇主な経費

駅前にぎわい創出事業委託料 千円
観光動態・ニーズ調査委託料 千円
観光案内及び地場産品販売促進業務委託料 千円
観光プロモーション等事業委託料 千円
一般社団法人高野山麓ツーリズムビューロー負担金 千円

千円

4,500

予 算 額 64,080 千円

　企業立地の促進を図るため、対象企業２４社に対する奨励金を予算計
上した。

64,080

企業誘致に要する経費

　企業立地促進奨励金

予算説明書 　182ページ 担当課 　企業誘致室 財源内訳（千円）

　ため池緊急防災対策調査委託費

予算説明書  174ページ 担当課 　農林整備課 財源内訳（千円）

100
計 14,900

予 算 額 9,000 千円

観光振興に要する経費

　平成25年度から平成27年度に実施した「ため池一斉点検」の結果を踏
まえ、氾濫解析と被害額算定を行い、農村地域防災減災事業で防災対策
計画を策定するための予算を計上した。

9,000

2,300

　「一般社団法人　高野山麓ツーリズムビューロー」では、橋本市域を
含む地域の観光資源や文化資源、歴史的な資源を生かした観光振興を担
うとともに、より魅力的で価値のある観光地域づくりを進める。
　平成31年度においては、次の事業を法人に委託する予算を計上した。

2,100
5,900

　広域観光ビジネス共同体（DMO）の設置による観光振興事業

予算説明書  188ページ 担当課 　シティセールス推進課 財源内訳（千円）

予 算 額 14,900 千円

ため池等整備事業に要する経費

国県支出

金 
7,450 

その他（ふ

るさと応援

基金繰入

金） 

7,450 

一般財源 
64,080 

国県支

出金 
9,000 
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土木費

◇主な経費

需用費 千円
（施設等維持修繕料） （ 千円）
委託料 千円
（橋梁補修設計委託料） （ 千円）
（橋梁修繕工事委託料） （ 千円）
工事請負費 千円
（市道等修繕工事費） （ 千円）
（橋梁修繕工事費） （ 千円）
（道路擁壁修繕工事費） （ 千円）
（市道舗装修繕工事費） （ 千円）

千円

◇主な経費

方法書策定業務委託料　等 千円
多目的トイレ建築工事費 千円
杉村やすらぎ広場整備工事費 千円

計 千円

4,446

75,480

32,000
32,000

　道路施設長寿命化事業として、橋梁や道路擁壁等の既存道路の効率的
かつ効果的な予防修繕を行うことで安全性の確保及び施設の長寿命化を
図るもの。調査・点検の結果を踏まえ、平成31年度は橋谷大橋等３橋の
補修設計委託料や、河瀬陸橋の撤去新設にかかる撤去工事委託料
（JR）、進入路仮設工事費、柿の木坂の道路擁壁修繕工事等について計
上した。

36,000

115,926

　国道371号バイパスや京奈和自動車道の整備によりアクセス環境が向上
していることから、杉村公園の利便性の向上を図るため社会資本整備総
合交付金を活用して（仮称）杉村やすらぎ広場（公園、駐車場、多目的
トイレ等）の整備を行う。平成31年度では、整備事業の効果検証のため
の方法書策定業務委託や、（仮称）杉村やすらぎ広場の舗装、安全施
設、電気施設、多目的トイレ建設等の工事費を予算計上した。

15,000
75,600

127,000
22,000

10,000

予 算 額 千円

道路維持に要する経費

　道路施設長寿命化等道路維持事業

予算説明書  196ページ 担当課 　都市整備課 財源内訳（千円）

予 算 額 249,600 千円

　都市再生整備計画事業（御幸辻地区）

115,926

90,600

予算説明書  202ページ 担当課 　都市整備課 財源内訳（千円）

計 249,600

まちづくり事業に要する経費

88,000
7,000

国県支出

金 
102,680 

地方債 
103,300 

一般財源, 
43,620 

国県支出

金 
45,106 

地方債 
60,100 

一般財源, 
10,720 
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◇主な経費

地域優良賃貸住宅募集用屋内改修工事費 千円

◇主な経費

市営住宅住替用空家修繕料 千円
市営住宅屋外改修工事費 千円

計 千円

消防費

◇主な経費

備品購入費（自動車購入費） 千円

地域優良賃貸住宅管理に要する経費

　地域優良賃貸住宅改修事業

予算説明書  206ページ 担当課 　建築住宅課 財源内訳（千円）

予 算 額 12,870 千円

予 算 額 34,960 千円

財源内訳（千円）

　消防団車両を計画的に更新するもので、平成31年度では消防ポンプ自
動車（応其）、小型動力ポンプ付積載車（下兵庫）、小型動力ポンプ付
軽積載車（柱本）を更新する予算を計上した。

93,000

予 算 額 108,000 千円

12,870

15,000

108,000

市営住宅整備に要する経費

　市営住宅改修等事業費

　市営住宅長寿命化計画に基づき計画的に実施するもので、社会資本整
備総合交付金事業を活用して平成31年度では、伏原第３団地及び神野々
団地改修工事を施工する予算を計上した。また、橋本市営住宅長寿命化
計画に基づき、用途廃止計画団地の廃止を進める。平成31年度は入者の
住替促進のための、住替用空家修繕について予算を計上した。

担当課

防災対策事業に要する経費

　消防団車両更新事業

予算説明書 　218ページ 担当課

　建築住宅課予算説明書  206ページ

　消防本部 財源内訳（千円）

　橋本市再開発住宅の用途を変更し、子育て世帯、新婚世帯等の居住の
用に供する地域優良賃貸住宅として供給するため、平成31年12月募集用
として26戸の屋内改修工事を施工する予算を計上した。

34,960

国県支出

金 
39,525 

地方債 
52,700 

一般財源, 
15,775 

地方債 
34,900 

一般財源 
60 

一般財源 
12,870 
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◇主な経費

消防団納庫設計監理委託料 千円
消防団納庫新築工事費 千円

千円

教育費

◇主な経費

西部小学校長寿命化改良工事監理委託料 千円
西部小学校長寿命化改良工事費 千円

千円

◇主な経費

委託料 千円
（隅田中学校トイレ改修工事監理委託料） （ 千円）
（紀見東中学校トイレ改修工事監理委託料） （ 千円）
工事請負費 千円
（隅田中学校トイレ改修工事費） （ 千円）
（紀見東中学校トイレ改修工事費） （ 千円）

千円
31,115

計 54,002

財源内訳（千円）

予 算 額 54,002 千円

　学校施設環境改善交付金を活用して、整備（トイレ洋式化、床の乾式
化）率の低い隅田中学校と紀見東中学校のトイレ改修工事を予算計上し
た。

1,817
785

1,032
52,185
21,070

　教育総務課

3,699

　中学校トイレ改修事業

予算説明書 　238ページ 担当課

140,733
計 144,432

中学校建設に要する経費

1,580

　消防団納庫更新事業

予算説明書 　218ページ 担当課 　消防本部 財源内訳（千円）

予 算 額 22,380 千円

消防団施設整備に要する経費

20,800
計

　地域の防災機能の向上のため、防災拠点である消防団納庫(伏原）の更
新を行なう予算を計上した。

22,380

予 算 額 144,432 千円

小学校建設に要する経費

　小学校長寿命化改修事業

予算説明書 　234ページ 担当課 　教育総務課 財源内訳（千円）

　学校施設の長寿命化のため、学校施設環境改善交付金を活用しつつ改
修事業を計画的に進めるもので、平成31年度では西部小学校の校舎の便
所改修や外壁・内部改修等の大規模改造工事を予算計上した。

国県支出

金 
24,511 

地方債 
97,200 

その他(教

育基金) 
5,574 

一般財源 
17,147 

地方債 
22,300 

一般財源80 

国県支出

金 
15,925 

地方債 
28,200 

その他(教

育基金) 
9,800 

一般財源 
77 
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工業団地造成事業特別会計（新設）

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

　　資本的支出

　○橋本市浄水場及び配水池整備事業
　　　　水道水供給の根幹施設である浄水場及び配水池を更新整備する。
　　　　　設計等委託料　　　　　　　３７，８５１千円
　　　　　工事請負費　　　　　　　　１９，５６９千円
　〇老朽管更新事業
　　　　東家地区、古佐田地区における老朽管を更新する。
　　　　　工事請負費　　　　　　　　３２，６２６千円
　○紀の川右岸送水管接続事業
　　　　橋本市浄水場から送水管を布設し高野口町配水区域と水源を一元化する。
　　　　　工事請負費　　　　　　　　２２１，７６０千円

（仮称）あやの台北部用地開発事業について、平成３１年度から造成工事に着手することに伴
い、工業団地造成事業特別会計を設置する。

主な実施事業
　○委託料
　　　環境影響評価事後調査業務委託料　　　　　　　３８，７０７千円
　○工事費
　　　調整池流末水路改修工事費　　　　　　　　　　３０，８６４千円
　　　須ヶ谷池周辺整備工事費　　　　　　　　　　　４８，７３２千円
債務負担行為
　○環境影響評価事後調査業務委託
　　　期間：平成３２年度から平成３５年度　限度額：　　１３２，３３２千円
　○（仮称）あやの台北部用地造成工事
　　　期間：平成３２年度から平成３４年度　限度額：４，２７７，７７２千円

　　資本的支出

　○公共下水道汚水整備事業
　　　　御幸辻・東家他地区における公共下水道汚水管渠整備
　　　　　測量設計費　　　　　　　　　　５，０００千円
　　　　　工事請負費　　　　　　　　１４０，３００千円
　　　　　水道管移設補償金　　　　　　４１，３００千円
　〇流域下水道建設費負担金
　　　　伊都処理場建設改良費負担金
　　　　　負担金　　　　　　　　　　　９５，４７７千円
　○公共下水道全体計画見直し事業
　　　　農業集落排水の公共下水道接続検討による計画見直し
　　　　　測量設計費　　　　　　　　　１８，０００千円

　資本的支出

　○建設改良費
　　　　資産購入費（医療用器械及び院用備品）　　　９５，２６０千円
　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　５０，０００千円
　　　　リース債務支払　　　　　　　　　　　　　　　５，７９５千円
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◆市税

（単位：千円）

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

3,142,153 3,148,427 3,134,954 3,095,329 3,005,135

2,876,862 2,880,336 2,832,338 2,800,903 2,715,257

265,291 268,091 302,616 294,426 289,878

2,811,689 2,810,282 2,819,818 2,598,098 2,675,561

151,630 181,547 189,679 190,574 200,361

410,926 400,622 378,673 373,937 338,634

1,461 1,348 1,272 1,204 1,218

388,485 387,104 388,436 357,814 368,690

39,031

6,945,375 6,929,330 6,912,832 6,616,956 6,589,599

△ 70,721 △ 16,045 △ 16,498 △ 295,876 △ 27,357

△1.01% △0.23% △0.24% △4.28% △0.41%

一般会計当初予算案の概要（歳入）

計

増減額

増減率

都市計画税

特別土地保有税

軽自動車税

市たばこ税

入湯税

個人

法人

固定資産税

 市税全体では、対前年度比2,735万7千円（0.4％）減の65億8,959万9千円となっています。
おもな内訳は、市民税で9,019万4千円（2.9％）減の30億513万5千円を見込み、うち個人市
民税では8,564万6千円（3.1％）減の27億1,525万7千円、法人市民税では454万8千円
（1.5％）減の2億8,987万8千円を見込んでいます。また、固定資産税では、7,753万3千円
（3.0％）増の26億7,215万7千円を見込み計上しています。

市民税

991 971 958 924 909 

2,812 2,810 2,820 2,598 2,676 

3,142 3,148 3,135 
3,095 3,005 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成27年度 

決算額 

平成28年度 

決算額 

平成29年度 

決算額 

平成30年度 

当初予算 

平成31年度 

当初予算 

（単位：百万円） 市税の推移 

市民税 

固定資産税 

その他 
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◆地方交付税

（単位：千円）

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

8,274,648 8,153,943 8,387,352 8,030,000 8,120,000

441,031 △ 120,705 233,409 △ 357,352 90,000

5.63% △1.46% 2.86% △4.26% 1.12%

7,369,969 7,280,458 7,503,502 7,200,000 7,290,000

増減額 472,883 △ 89,511 223,044 △ 303,502 90,000

増減率 6.86% △1.21% 3.06% △4.04% 1.25%

904,679 873,485 883,850 830,000 830,000

増減額 △ 31,852 △ 31,194 10,365 △ 53,850 0

増減率 △3.40% △3.45% 1.19% △6.09% 0.00%

1,147,406 926,683 986,148 1,100,000 910,000

4,057 △ 220,723 59,465 113,852 △ 190,000

0.35% △19.24% 6.42% 11.55% △17.27%

増減額

増減率

うち特別交付税

臨時財政対策債

増減率

うち普通交付税

　地方交付税は、対前年度比9,000万円（1.0％）増の81億2,000万円の見込みとなっていま
す。
　内訳は、普通交付税で、9,000万円（1.1％）増の72億9,000万円、特別交付税は、昨年と
同額の8億3,000万円をそれぞれ計上しています。
　平成31年度の国の地方財政計画では、地方創生の推進や防災・減災対策に取り組みつつ、
安定的に財政運営ができるよう地方財源を確保するとし、地方交付税の総額は、前年度比で
1,724億円（1.1％）の増額となっています。平成30年度当初予算での普通交付税額は、平成
30年度決算見込額とこの率を基準に算出した額から合併算定替え特例の縮減、扶助費などの
社会保障費の増加等を考慮して算出しました。
　なお、地方交付税の一部を特例地方債の発行により補てんされる「臨時財政対策債（後年
度、交付税措置される地方債）」については、地方財政計画では、7,297億円（18.3％）の
大幅な減額を見込んでいることから、平成31年度の当初予算では9億1千万円（17.3％）を計
上しており、これを含めた実質交付税は、前年度比1億円（1.1％）の減額となっています。

地方交付税

増減額

905 873 884 830 830 

7,370 7,280 7,504 7,200 7,290 

1,147 927 986 
1,100 910 

9,422 
9,081 

9,374 9,130 9,030 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成27年度 

決算額 

平成28年度 

決算額 

平成29年度 

決算額 

平成30年度 

当初予算 

平成31年度 

当初予算 

(単位：百万円） 地方交付税等の推移 

臨時財政対策

債 

普通交付税 

特別交付税 

計 

※地方交付税等とは、普通交付税、特別交付税、臨時財政対策債の合計です。 
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◆市債

市債の発行額 （単位：千円）

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

2,815,206 1,656,983 2,733,248 1,989,500 1,662,600

△ 552,343 △ 1,158,223 1,076,265 △ 743,748 △ 326,900

△16.4% △41.1% 65.0% △27.2% △16.4%

◆市債の残高 （単位：千円）

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
決算見込額

平成31年度
当初予算

市債残高 36,021,850 34,386,991 33,643,116 32,438,875 31,729,961

増減額 △ 301,916 △ 1,634,859 △ 743,875 △ 1,204,241 △ 708,914

増減率 △0.8% △4.5% △2.2% △3.6% △2.2%

増減額

増減率

 市債については、普通建設事業費の減少により、対前年度比3億2,690万円（16.4％）減の
16億6,260万円となっています。
  減額となった主な内訳は、合併特例債3億6,410万円（対前年度比89.0％）、臨時財政対策
債1億9,000万円（対前年度比17.3％）であり、増額となった主な内訳は、公共事業等債1億
1,920万円（対前年度比226.1％）、災害復旧事業債3,680万円（対前年度皆）、上水道整備
事業債3,170万円（対前年度比40.1％）などです。
　こうしたことから平成31年度当初予算時の市債残高は317億2,996万1千円の見込みとな
り、平成30年度末より7億891万4千円（対前年度比2.2％）の減少見込みとなります。今後も
市債の発行を計画的に抑制し、残高の減少に努めます。

市債

2,815 

1,657 

2,733 

1,990 
1,663 

0
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平成28年度 

決算額 

平成29年度 
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平成30年度 
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平成31年度 

当初予算 

（単位：百万円） 市債の推移 

36,022 

34,387 
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32,439 
31,730 

30,000
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32,000
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34,000

35,000
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平成27年度 
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（単位：百万円） 市債残高の推移 

※地方交付税等とは、普通交付税、特別交付税、臨時財政対策債の合計です。 
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一般会計当初予算案の概要（歳出）

○人件費

（単位：千円）

平成27年度
当初予算

平成28年度
当初予算

平成29年度
当初予算

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

501 491 488 471 459

1,959,164 1,876,704 1,845,031 1,787,206 1,764,886

1,519,741 1,415,980 1,349,430 1,423,224 1,299,942

1,208,142 1,076,299 1,042,526 1,042,464 1,154,323

678,738 665,615 638,067 616,056 648,771

4,157,643 3,958,299 3,832,528 3,826,486 3,713,599

増減額 △ 273,466 △ 199,344 △ 125,771 △ 6,042 △ 112,887

増減率 △6.2% △4.8% △3.2% △0.2% △3.0%

3,846,044 3,618,618 3,525,624 3,445,726 3,567,980

増減額 △ 8,001 △ 227,426 △ 92,994 △ 79,898 122,254

増減率 △0.2% △5.9% △2.6% △2.3% 3.5%

※一般会計給与費明細書より

退職手当を除いた計

退職手当を除く

共済

計

職員数

給料

手当

 人件費総額は、議員報酬や特別職及び職員給与費等を集計したもので40億317万9千円とな
り、対前年度比1億4,511万1千円（3.5％）の減となりました。
　主な要因は、退職者数の減による退職手当が減少したこと、職員数が減少したこと、財政
健全化に伴う特別職及び一般職の給与カットを一部復元したものの継続実施したこと、など
により人件費が減少前年度より減少しました。
　
　下表とグラフは、予算説明書・一般会計給与費明細書から一般職の給与費及び職員数の推移を
表したものです。

職員給与費の状況

4,158 3,958 3,833 3,826 3,714 

501 491 
488 471 459 
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（単位：人） 
（単位：百万円） 

職員給与と職員数の推移 

人件費 

職員数 
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○扶助費

（単位：千円）

平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

扶助費 4,542,615 4,904,522 5,001,206 4,719,661 5,136,668

増減額 167,183 361,907 96,684 △ 281,545 417,007

増減率 3.8% 8.0% 2.0% △5.6% 8.8%

○物件費

（単位：千円）

平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

物件費 4,166,829 3,923,320 4,014,694 4,496,607 4,124,142

増減額 65,457 △ 243,509 91,374 481,913 △ 372,465

増減率 1.6% △5.8% 2.3% 12.0% △8.3%

旅費

交際費

需用費

役務費

委託料

使用料

備品購入

その他

　扶助費は、対前年度比4億1,700万7千円（8.8％）増の51億3,666万8千円となっています。
主な増額の内訳は、障がい者自立支援給付費で1億8,933万4千円の増加や幼児教育の無償化
開始に伴う、子どものための教育・保育給付費等1億1,178万7千円の増加などです。

　物件費は、対前年度比3億7,246万5千円（8.3％）減の41億2,414万2千円となっています。
財政健全化計画に基づく消耗品などの削減や庁内コンピューターの借上げ方法の見直しを実
施したほか、主な減額の内訳は、(仮称)あやの台北部用地にかかる土地区画整理事業認可業
務委託料6,497万8千円、及び環境影響評価業務委託料2,459万1千円の減額が主なものです。

4,167 3,923 4,015 
4,497 4,124 

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

平成27年度 … 平成28年度 … 平成29年度 … 平成30年度 … 平成31年度 … 

（単位：百万円） 物件費の推移 
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○公債費

（単位：千円）

平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

公債費 3,503,484 3,636,615 3,775,896 3,731,287 3,682,411

増減額 157,225 133,131 139,281 △ 44,609 △ 48,876

増減率 4.7% 3.8% 3.8% △1.2% △1.3%

  市債の元利償還金と一時借入金の利息の合計である公債費は、対前年度比4,887万6千円
（1.3％）減の36億8,241万1千円となっています。
　内訳として、元金は、695万9千円（0.2％）減の34億5,001万4千円、長期債利子は、4,170
万円（15.3％）減の2億3,142万3千円となっています。このほか一時借入金利子を97万4千円
を見込んでいます。元金・利子ともに減少となったのは、合併特例債の償還額の減少や近年
の借入利率の低下によるものです。
　公債費の増加は、財政硬直化の大きな要因となるため、新たな市債の発行を抑制するとと
もに、計画的に削減できるよう財政運営を行っているところです。

3,503 3,637 3,776 3,731 3,682 
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（単位：百万円） 公債費の推移 
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○普通建設事業費

（単位：千円）

平成27年度
決算

平成28年度
決算

平成29年度
決算

平成30年度
当初予算

平成31年度
当初予算

2,194,401 796,730 2,239,069 1,300,636 1,034,831

△ 562,195 △ 1,397,671 1,442,339 △ 938,433 △ 265,805

△20.4% △63.7% 181.0% △41.9% △20.4%

500,497 212,694 958,108 510,951 594,968

増減額 △ 9,915 △ 287,803 745,414 △ 447,157 84,017

増減率 △1.9% △57.5% 350.5% △46.7% 16.4%

1,693,904 584,036 1,280,961 789,685 439,863

増減額 △ 552,280 △ 1,109,868 696,925 △ 491,276 △ 349,822

増減率 △24.6% △65.5% 119.3% △38.4% △44.3%

単独事業費

増減額

増減率

補助事業費

 普通建設事業は、対前年度比2億6,580万5千円（20.4％）減の10億3,483万1千円となってい
ます。
　補助事業は、対前年度比8,401万7千円（16.4％）増の5億9,496万8千円となっています。
主なものは、（仮称）杉村やすらぎ広場整備などの都市再生整備計画事業費1億1,462万2千
円、河瀬陸橋修繕工事や柿の木坂道路擁壁修繕工事などの道路施設長寿命化事業費2億1,040
万円、市営住宅屋外改修事業費8,229万円、西部小学校長寿命化改良事業費7,723万2千円、
中学校トイレ改修工事費（隅田中学校・紀見東中学校）4,777万5千円、伏原文化センター耐
震改修事業費3,327万5千円などです。
　一方、単独事業は、対前年度比3億4,982万2千円（44.3％）減の4億3,986万3千円となって
います。主なものは、たんぽぽ園新築整備事業費3,100万円、市道等修繕工事費2,200万円、
地域優良賃貸住宅募集用屋内改修工事費1,287万円、消防団車両購入費3,496万円、消防団納
庫新築整備事業費2,238万円、西部小学校長寿命化改良事業費6,720万円、学文路幼稚園旧園
舎解体事業費4,102万7千円などです。

普通建設事業費
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○基金残高見込み

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

710,000 500,000 700,000 500,000 500,000

10,877 0 0 0 0

18,000 0 40,000 0 0

460,000 150,000 462,200 560,000 440,000

1,198,877 650,000 1,202,200 1,060,000 940,000

主要４基金の残高の推移 （単位：千円）

平成27年度
（H28.5末）

平成28年度
（H29.5末）

平成29年度
（H30.5末）

平成30年度
3月補正後

平成31年度
当初予算

1,044,708 1,035,280 1,045,610 864,620 364,621

△ 38,445 △ 9,428 10,330 △ 180,990 △ 499,999

△3.5% △0.9% 1.0% △17.3% △57.8%

5,858 5,859 5,860 5,861 5,862

17 1 1 1 1

0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

31,598 43,806 15,709 29,483 30,224

10,285 12,208 △ 28,097 13,774 741

48.3% 38.6% △64.1% 87.7% 2.5%

905,293 921,215 928,399 931,436 491,437

△ 158,296 15,922 7,184 3,037 △ 439,999

△14.9% 1.8% 0.8% 0.3% △47.2%

1,987,457 2,006,160 1,995,578 1,831,400 892,144

△ 186,439 18,703 △ 10,582 △ 164,178 △ 939,256

△8.6% 0.9% △0.5% △8.2% △51.3%

計

増減額

増減率

地域づくり基金

増減額

増減率

地域開発整備基金

増減額

増減率

減債基金

増減額

増減率

財政調整基金

増減額

増減率

財政調整基金

減債基金

地域開発整備基金

地域づくり基金

計

 　平成23年5月末では約40億円あった一般財源化できる下記の主要4基金の残高は、以降大
幅に減少しており、平成27年12月に財政健全化計画を策定し、歳入の確保と歳出の削減に取
り組んでいます。この効果もあり、平成27年度以降は基金の残高がほぼ変わらない財政運営
となっています。しかしながら、平成31年度当初予算においては、財政調整基金及び地域づ
くり基金を合計9億4,000万円繰り入れての予算編成となりました。昨年度の当初予算におけ
る繰入額よりは1億2,000万円改善していますが、扶助費などの社会保障関係経費は増加し続
けており、歳入においては、市税など一般財源が減少することもあり、さらなる財政状況の
改善が必要だと考えます。

財源不足による当初予算における基金繰入の状況
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(単位：百万円） 主要４基金の残高の推移 
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単位：千円

平成31年度
構成比
（％）

平成30年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

１ 市 税 6,589,599 26.1 6,616,956 25.9 △ 27,357 △ 0.4

個人市民税    　 △８５，６４６
法人市民税　　　 　△４，５８４
固定資産税　　 　   ７７，４６３
軽自動車税　     　  　９，７８７
市たばこ税　    　△３５，３０３
都市計画税   　　　 １０，８７６

２ 地 方 譲 与 税 239,024 0.9 231,000 0.9 8,024 3.5

３ 利 子 割 交 付 金 25,000 0.1 20,000 0.1 5,000 25.0 国の地方財政計画及びH30決算見込
に基づく増

４ 配 当 割 交 付 金 50,000 0.2 40,000 0.2 10,000 25.0 国の地方財政計画及びH30決算見込
に基づく増

５ 株式等譲渡所得割交付金 37,000 0.1 34,000 0.1 3,000 8.8 国の地方財政計画による増 

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 1,020,000 4.0 1,000,000 3.9 20,000 2.0

７ ゴルフ場利用税交付金 22,000 0.1 23,000 0.1 △ 1,000 △ 4.3

８
自動車取得税・自動車
税環境性能割交付金

51,041 0.2 60,000 0.2 △ 8,959 △ 14.9 県試算に基づく減

９ 地 方 特 例 交 付 金 119,399 0.5 30,000 0.1 89,399 298.0 子ども・子育て支援臨時交付金
　　＋８９，３９９

１０ 地 方 交 付 税 8,120,000 32.2 8,030,000 31.4 90,000 1.1 普通交付税　　９０，０００

１１ 交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 6,000 0.0 △ 2,000 △ 33.3 国の地方財政計画による減

１２ 分 担 金 及 び 負 担 金 226,509 0.9 305,774 1.2 △ 79,265 △ 25.9 特定教育・保育施設利用者負担額（保
育園こども園２号・３号）△７９，０２５

１３ 使 用 料 及 び 手 数 料 349,137 1.4 355,435 1.4 △ 6,298 △ 1.8

障害者自立支援給付費負担金
　　＋７５，６６５
障がい児施設措置費（給付費等）負担
金＋１２，７５７
児童扶養手当負担金　＋２２，０３７
医療扶助費等負担金　＋３１，５００
子どものための教育・保育給付費
　　＋９０，９１７

防災・安全交付金（道路事業）
　　＋７６，０１５
過年災害復旧事業負担金
　　＋８１，９８４

障害者自立支援給付費負担金
　　＋３７，８３２
子どものための教育・保育給付費
　　＋３６，４０７
障害児施設措置費（給付費等）負担金
　　＋６，３７８
地籍調査事業費補助金
　　＋６，５９２

子育て支援特別対策事業費補助金
（保育所緊急整備事業）
　　△８９，８８４
工場等用地取得造成事業補助金
　　△９８，０６１

2,020,767 7.9 △ 107,693 △ 5.3

平成３１年度一般会計当初予算款別増減比較表（歳入）

款

１４ 国 庫 支 出 金 3,078,168 12.2 2,679,585 10.5 398,583 14.9

１５ 県 支 出 金 1,913,074 7.6
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単位：千円

平成31年度
構成比
（％）

平成30年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

平成３１年度一般会計当初予算款別増減比較表（歳入）

款

１６ 財 産 収 入 20,912 0.1 42,408 0.2 △ 21,496 △ 50.7 普通財産売払収入　△２３，０５１

１７ 寄 附 金 124,741 0.5 114,911 0.4 9,830 8.6
ふるさと橋本応援寄附金　＋２０，０００
開発協力金　△１０，１７０

ふるさと応援基金繰入金　９，１２０
教育基金繰入金　　　　　１５，５１２

地域づくり基金繰入金　△１２０，０００
企業誘致対策基金繰入金
　　△１８２，５８０

１９ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

工場等用地取得造成事業負担金
　△１１０，３１９
消防団員退職報償金　△７，１６０

学校給食費徴収金　△５，５８２

公共事業等債 　　   ＋１１９，２００
学校教育施設等整備事業債
　＋１７，５００
公営住宅建設事業債　＋１８，９００
公共施設等適正管理推進事業債
　＋９，７００
上水道整備事業債　＋３１，７００
防災対策事業債　　 ＋１２，６００
一般補助施設整備等事業債
　＋６，４００
過年災害復旧事業債　＋３６，８００
地方道路等整備事業債　＋１８，９００
一般単独事業債　＋４，３００
市町村振興資金一般貸付債
　＋２７，９００

合併特例債　　　　  　　△３６４，１００
緊急防災・減災事業債　△３４，０００
一般廃棄物処理事業債　 △９，６００
地域活性化事業債      　△２７，８００
社会福祉施設整備事業債△５，３００
臨時財政対策債　    　△１９０，０００

25,233,798 100.0 25,588,307 100.1 △ 354,509 △ 1.4

２１ 市 債 1,662,600 6.6 1,989,500

２０ 諸 収 入 472,963 1.9 595,073 △ 122,110 △ 20.5

7.9 △ 326,900 △ 16.4

2.3

１８ 繰 入 金 1,108,630 4.4 1,393,897 5.4 △ 285,267 △ 20.5

歳 入 合 計
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単位：千円

平成３１年度
構成比
（％）

平成３０年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

主な対前年増減額

１． 議 会 費 233,571 0.9 269,072 1.1 △ 35,501 △ 13.2 議場システム購入費　△２５，０２４
議員報酬等　△７，９４８

選挙関連経費　　＋４６，６８８

退職手当　△１９４，９４２
特別職退職手当　△２７，３１４
特別管理産業廃棄物処理等委託
　　△１２，５８４
原田集会所解体工事　△１１，４６４
自治体クラウドサービス利用料
　　△１５，１０１
データセンター使用料（人事給与）
　　△９，２８７

民生費関係人件費　＋４５，６１８
児童扶養手当　＋６６，１１０
子どものための教育・保育給付費
　　＋１１１，７８７
私立保育所入所委託料　＋１６，８４７
障がい者自立支援給付費
　　＋１８９，３３４
伏原文化センター耐震改修＋３１，７６０
ねんりんピック実行委員会補助金
　　＋１４，８２３
生活等扶助経費　＋３８，７００
たんぽぽ園新築等経費　＋３１，０００
子育て支援センター運営委託料
　　＋４，３５５
後期高齢者医療特別会計繰出金
　　＋２９，０６０
介護保険特別会計繰出金 ＋４９，３７８

臨時・嘱託雇上賃金等　△４６，４７０
こども園指定管理委託料 △１０，０９３
保育園指定管理委託料　△７，７５０
児童手当　△２８，３１５
原田文化センター大規模改修
　　△１２，１９４
（仮称）山田こども園整備経費
　　△５２，３００
（仮称）学文路こども園整備経費
　　△１３５，２８６
あやの台地区学童保育所建設費
　　△３９，７５４
輝きの森学園施設整備費補助金
　　△５３，０００

衛生費関係人件費　＋２５，０７２
橋本周辺広域市町村圏組合負担金
　　＋３９，１６６
水道事業会計出資・繰出金
　　＋２８，２２４
病院事業会計繰出金　＋１７，２８３

臨時・嘱託雇上賃金等　△６，４０１
橋本伊都衛生施設組合負担金
　　△１１，９５５

５． 労 働 費 319 0.0 1,386 0.0 △ 1,067 △ 77.0 修繕料　△１，０７０

農林関係人件費　＋２３，９６８
地籍調査事業委託料　＋９，９８０
ため池防災対策関連委託料
　　△２１，０００
広域農道建設事業負担金 △９，９２７

臨時・嘱託雇上賃金等　＋２，２０２
企業立地促進奨励金　＋９，３３０
ふるさと納税お礼品等関連経費
　　＋１１，８８９

商工関係人件費　△６，７５５
（仮称）あやの台北部用地開発関連業
務委託料　△３０６，４４３

土木費関係人件費　＋３１，６６９
都市再生整備計画事業　＋８２，７５４
道路施設長寿命化事業　＋１７３，４００
道路維持修繕・工事費　＋２９，０００
通学路安全対策施設整備費＋５，０００
市営住宅屋外改修工事費＋５１，８４０
住宅耐震関連補助金　＋６，８０２
地域優良賃貸住宅募集用屋内改修
工事費　＋１２，８７０
河川修繕工事費　＋７，０００

臨時・嘱託雇上賃金等　△６，２３３
道路施設点検委託料　△３１，２８３
土地区画整理事業特別会計繰出金
　　△７３，３１６
公共下水道事業特別会計繰出金
　　△２０８，３５５

消防費関係人件費　＋３４，１４０
消防団車両購入費　＋１２，２４０

排水ポンプ車購入費　△５３，５００
高規格救急車購入費　△４０，１００
伊都消防組合負担金　△１２，８５０
消防団退職報償金　△７，１６０

88,383 4.5８． 土 木 費 2,033,058 8.1 1,944,675 7.6

９．

281 0.0

７． 商 工 費 402,569 1.6 688,796 2.7 △ 286,227 △ 41.6

６． 農 林 水 産 業 費 649,680 2.6 649,399 2.5

272,869 2.8

４． 衛 生 費 2,869,801 11.4 2,779,253 10.9 90,548 3.3

３． 民 生 費 10,046,848 39.8 9,773,979 38.2

平成３１年度一般会計当初予算款別増減比較表（歳出）

款

２． 総 務 費 1,993,131 7.9 2,212,150 8.6 △ 219,019 △ 9.9

消 防 費 1,018,649 4.0 1,082,650 4.2 △ 64,001 △ 5.9
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単位：千円

平成３１年度
構成比
（％）

平成３０年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

主な対前年増減額

平成３１年度一般会計当初予算款別増減比較表（歳出）

款

西部小学校長寿命化改良事業
　　＋１４４，４３２
隅田・紀見東中学校トイレ改修事業
　　＋５４，００２
給食調理及び配送委託料
　　＋１４，９２２
学文路幼稚園旧園舎解体工事費
　　＋４０，０００

教育費関係人件費　　△２９，０２５
退職手当　△４０，１９９
特別職退職手当　△５，１１７
臨時・嘱託雇上賃金等　△２９，６４２
応其・学文路小学校大規模改造事業
　　△１７１，２６１
新学校給食センター備品購入費
　　△２９，５００
学文路地区公民館建設事業費
　　△２１８，９１０
学校給食用賄材料費　△１６，４８８

１１． 災 害 復 旧 費 122,918 0.5 3 0.0 122,915 4097166.7 市道根古線災害復旧工事費

１２． 公 債 費 3,682,411 14.6 3,731,287 14.6 △ 48,876 △ 1.3 償還元金　△６，９５９
償還利子　△４１，７００

１３． 諸 支 出 金 327 0.0 333 0.0 △ 6 △ 1.8

１４． 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 25,233,798 100.1 25,588,307 100.0 △ 354,509 △ 1.4

１０． 教 育 費 2,160,516 8.6 2,435,324 9.5 △ 274,808 △ 11.3
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単位：千円

平成31年度
構成率
（％）

平成30年度
構成率
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

市 税 6,589,599 26.1 6,616,956 25.9 △ 27,357 △ 0.4

個人市民税    　 △８５，６４６
法人市民税　　　 　△４，５８４
固定資産税　　 　   ７７，４６３
軽自動車税　     　  　９，７８７
市たばこ税　    　△３５，３０３
都市計画税   　　　 １０，８７６

分 担 金 及 び 負 担 金 226,509 0.9 305,774 1.2 △ 79,265 △ 25.9 特定教育・保育施設利用者負担額（保
育園こども園２号・３号）△７９，０２５

使 用 料 及 び 手 数 料 349,137 1.4 355,435 1.4 △ 6,298 △ 1.8

財 産 収 入 20,912 0.1 42,408 0.2 △ 21,496 △ 50.7 普通財産売払収入　△２３，０５１

寄 附 金 124,741 0.5 114,911 0.4 9,830 8.6 ふるさと橋本応援寄附金　＋２０，０００
開発協力金　△１０，１７０

ふるさと応援基金繰入金　９，１２０
教育基金繰入金　　　　　１５，５１２

地域づくり基金繰入金　△１２０，０００
企業誘致対策基金繰入金
　　△１８２，５８０

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

工場等用地取得造成事業負担金
　△１１０，３１９
消防団員退職報償金　△７，１６０

学校給食費徴収金　△５，５８２

8,892,492 35.3 9,424,455 36.8 △ 531,963 △ 5.6

地 方 譲 与 税 239,024 0.9 231,000 0.9 8,024 3.5 0

利 子 割 交 付 金 25,000 0.1 20,000 0.1 5,000 25.0 国の地方財政計画及びH30決算見込
に基づく増

配 当 割 交 付 金 50,000 0.2 40,000 0.2 10,000 25.0 国の地方財政計画及びH30決算見込
に基づく増

株式等譲渡所得割交付金 37,000 0.1 34,000 0.1 3,000 8.8 国の地方財政計画による減

地 方 消 費 税 交 付 金 1,020,000 4.0 1,000,000 3.9 20,000 2.0 0

ゴルフ場利用税交付金 22,000 0.1 23,000 0.1 △ 1,000 △ 4.3 0

自 動 車 取得 税交 付金 51,041 0.2 60,000 0.2 △ 8,959 △ 14.9 県試算に基づく減

諸 収 入 472,963 1.9 595,073 △ 20.52.3 △ 122,110

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

平成３１年度一般会計当初予算性質別増減比較表（歳入）

歳入項目

小　　　　　計

繰 入 金 1,108,630 4.4 1,393,897 5.4 △ 285,267 △ 20.5

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源
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単位：千円

平成31年度
構成率
（％）

平成30年度
構成率
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

平成３１年度一般会計当初予算性質別増減比較表（歳入）

歳入項目

地 方 特 例 交 付 金 119,399 0.5 30,000 0.1 89,399 298.0 子ども・子育て支援臨時交付金
　　＋８９，３９９

地 方 交 付 税 8,120,000 32.2 8,030,000 31.4 90,000 1.1 普通交付税　　９０，０００

交通安全対策特別交付金 4,000 0.0 6,000 0.0 △ 2,000 △ 33.3 国の地方財政計画による減

障害者自立支援給付費負担金
　　＋７５，６６５
障がい児施設措置費（給付費等）負担
金＋１２，７５７
児童扶養手当負担金　＋２２，０３７
医療扶助費等負担金　＋３１，５００
子どものための教育・保育給付費
　　＋９０，９１７

防災・安全交付金（道路事業）
　　＋７６，０１５
過年災害復旧事業負担金
　　＋８１，９８４

障害者自立支援給付費負担金
　　＋３７，８３２
子どものための教育・保育給付費
　　＋３６，４０７
障害児施設措置費（給付費等）負担金
　　＋６，３７８
地籍調査事業費補助金
　　＋６，５９２

子育て支援特別対策事業費補助金
（保育所緊急整備事業）
　　△８９，８８４
工場等用地取得造成事業補助金
　　△９８，０６１

公共事業等債 　　   ＋１１９，２００
学校教育施設等整備事業債
　＋１７，５００
公営住宅建設事業債　＋１８，９００
公共施設等適正管理推進事業債
　＋９，７００
上水道整備事業債　＋３１，７００
防災対策事業債　　 ＋１２，６００
一般補助施設整備等事業債
　＋６，４００
過年災害復旧事業債　＋３６，８００
地方道路等整備事業債　＋１８，９００
一般単独事業債　＋４，３００
市町村振興資金一般貸付債
　＋２７，９００

合併特例債　　　　  　　△３６４，１００
緊急防災・減災事業債　△３４，０００
一般廃棄物処理事業債　 △９，６００
地域活性化事業債      　△２７，８００
社会福祉施設整備事業債△５，３００
臨時財政対策債　    　△１９０，０００

16,341,306 64.7 16,163,852 63.3 177,454 1.1

25,233,798 100.0 25,588,307 100.1 △ 354,509 △ 1.4

2,020,767 7.9 △ 107,693 △ 5.3

△ 326,900 △ 16.4市 債 1,662,600 6.6 1,989,500 7.9

14.9

1,913,074 7.6

10.5

県 支 出 金

国 庫 支 出 金 3,078,168 12.2 2,679,585

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

小　　　　　計

歳 入 合 計

398,583
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単位：千円

平成３１年度
構成比
（％）

平成３０年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

4,003,179 15.9 4,148,290 16.2 △ 145,111 △ 3.5

職員給（手当・共済含む）＋１２１，２３６
議員報酬等　△７，９４８
退職手当　△２３５，１４１
退職手当（特別職）　△３２，４３１

子どものための教育・保育給付費
　　＋１１１，７８７
私立保育所入所委託料　+１６，８４７
障がい者自立支援給付費＋１８９，３３４
児童扶養手当　+６６，１１０
生活等扶助経費　＋３８，７００

児童手当　△２８，３１５

3,682,411 14.6 3,731,287 14.6 △ 48,876 △ 1.3
償還元金　△６，９５９
償還利子　△４１，７００

12,822,258 50.9 12,599,238 49.2 223,020 1.8

1,034,831 4.1 1,300,636 5.1 △ 265,805 △ 20.4

伏原文化センター耐震改修工事費
　　＋３１，７６０
都市再生整備計画事業　＋８２，７５４
道路施設長寿命化事業　＋１７３，４００
市営住宅屋外改修工事費 ＋３７，８９０
西部小学校長寿命化改良事業
　　＋７７，２３２
隅田・紀見東中学校トイレ改修事業
　　＋４７，７７５

応其・学文路小学校大規模改造事業
　　△１７１，２６１
輝きの森学園施設整備費補助金
　　△５３，０００
（仮称）学文路こども園施設整備経費
　　△１３５，２８６
あやの台地区学童保育所建設費
　　△３９，７５４

たんぽぽ園新築等経費＋３１，０００
消防団車両購入費　＋１２，２４０
西部小学校長寿命化改良事業
　　＋６７，２００
学文路幼稚園旧園舎解体工事費
　　＋４０，０００

議場システム購入費　△２５，０２４
（仮称）山田こども園整備経費
　　△５２，３００
（仮称）あやの台北部用地詳細設計業
務委託料　△１４４，７８１
排水ポンプ車購入費　△５３，５００
高規格救急車購入費　△４０，１００
学文路地区公民館建設事業費
　　△２１８，９１０

122,918 0.5 3 0.0 122,915 4097166.7 市道根古線災害復旧工事費

1,157,749 4.6 1,300,639 5.1 △ 142,890 △ 11.0

小　　　　　計

普 通 建 設 事 業

平成３１年度一般会計当初予算性質別増減比較表（歳出）

歳出項目

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費 5,136,668 20.4 4,719,661 18.4 417,007 8.8

公 債 費

84,017

災 害 復 旧 費

16.4

単 独 事 業 439,863 1.7 789,685 3.1 △ 349,822 △ 44.3

594,968 2.4 510,951 2.0

投
資
的
経
費

小　　　　　計

補 助 事 業
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単位：千円

平成３１年度
構成比
（％）

平成３０年度
構成比
（％）

増減
増減率
（％）

対前年増減額

平成３１年度一般会計当初予算性質別増減比較表（歳出）

歳出項目

賃金　　△７１，９０１
需用費　　△２８，０７７
備品購入費　　△３４，４４３

委託料　△１８９，７９１
使用貸借　△２３，７７６

183,400 0.7 172,350 0.7 11,050 6.4 市道等修繕事業　＋１６，０００

選挙運動用自動車使用料等負担金
　　＋２４，９０３
橋本周辺広域市町村圏組合負担金
　　＋４０，８１１
ねんりんピック実行委員会補助金
　　＋１４，８２３
病院事業会計繰出金　＋１７，２８３
下水道事業会計繰出金　＋７３６，５６０
企業立地促進奨励金　＋９，３３０

橋本伊都衛生施設組合負担金
　　△１１，９５５
伊都消防組合負担金　△１２，８５０

139,543 0.6 119,278 0.5 20,265 17.0 ふるさと応援基金積立金　＋２０，０００

111,374 0.4 82,831 0.3 28,543 34.5 水道事業会計への出資金＋２８，５４３

451 0.0 451 0.0 0 0.0

後期高齢者医療特別会計繰出金
　　＋２９，０６０
介護保険特別会計繰出金 ＋４８，３７８

土地区画整理事業特別会計繰出金
　△７３，３１６
公共下水道事業特別会計繰出金
　△９４４，９１５

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

11,253,791 44.5 11,688,430 45.7 △ 434,639 △ 3.7

25,233,798 100.0 25,588,307 100.0 △ 354,509 △ 1.4

11.3

予 備 費

15.1 27.6

△ 946,935 △ 24.93,803,816

4,496,607 17.6 △ 372,465 △ 8.316.3

14.8

2,993,097 11.7 824,9033,818,000

小　　　　　計

歳 出 合 計

貸 付 金

繰 出 金 2,856,881

4,124,142

そ
 

の
 

他

物 件 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等
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基本目標Ⅰ　しごとをつくり安心して働けるようにする　

　① 地場産業の競争力強化

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

500 370 435 435

（予算書　歳出Ｐ184）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

500 135 317 318

（予算書　歳出Ｐ180）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

2,400 900 112 1,706 1,706

（予算書　歳出Ｐ180、Ｐ184）

（事業内容）

　② 販路開拓、拡大促進

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興・ふるさと応援基金 県費等 一般財源

350 550 5,450 7,247 6,381 6,799 417

（予算書　歳出Ｐ168、Ｐ170、
Ｐ180、Ｐ184）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

5,000 5,000

（予算書　歳出Ｐ166、168）

（事業内容）

平成31年度 橋本創生総合戦略事業（当初予算）

（１）地場産業の振興と人材確保

　◆産学官連携事業（旧は
しもとインターカレッジ・
コンペティション）

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

単位：千円

　◆地場産業の人材確保事
　　業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

870

・販路開拓・販売促進事業に要する経費 担当課 はしもとブランド推進室

・企業と大学をマッチングさせ、特産品のブランド化、地場産業の振興等を図る。

3,412

・商工振興に要する経費
・販路開拓・販売促進事業に要する経費

担当課 シティセールス推進課
はしもとブランド推進室

・紀州へら竿の後継者の育成と再織・パイル織物に特化した新商品の開発に対す
る委託事業
・地場産業（紀州へら竿、パイル織物）の職人の技術を継承するため、技能講習会
等に取り組む事業者を支援

予算額

13,597

・農産物販売促進事業に要する経費
・商工振興に要する経費
・ブランドアドバイザー事業に要する経費
・販路開拓・販売促進事業に要する経費

担当課

農林振興課
シティセールス推進課
はしもとブランド推進室

・販路開拓・販売促進事業と新商品開発等に対する補助事業
・新商品開発や販路開拓に積極的に取り組む企業者に対するアドバイザー事業
・トップセールス事業
・ふるさと納税による販売促進事業

　◆販路開拓等産業振興事
　　業

H31 経費内訳 財源内訳

　◆民間企業と連携した橋
　　本市地場産品のブラン
　　ド化事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

635

・商工振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・ぐるナビとの提携による「オムレツ」を含む卵のブランド化を図る
・オムレツ推進協議会への補助金

　◆まっせ・はしもと補助
　　事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

5,000

・農業振興に要する経費 担当課 農林振興課

・地場産品の認知度向上とＰＲを行うため、市内商工業者による地場産品の展示会
等の実施
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　① 魅力のある農林業振興

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

2,366 529 1,150 3,714 2,181 3,879 1,699

（予算書　歳出Ｐ166、168）

（事業内容）

　① 起業、創業支援

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

2,500 2,500

（予算書　歳出Ｐ180）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 産業振興基金 県費等 一般財源

700 700

（予算書　歳出Ｐ180）

（事業内容）

　② 企業誘致の推進

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 企業誘致対策基金 県費等 一般財源

1,400 1,134 1,267 1,267

（予算書　歳出Ｐ476）

（事業内容）

・工業団地造成事業に要する経費 担当課 企業誘致室

・設備投資等の意欲のある企業を調査するためのアンケート調査を実施。
・アンケート調査に基づき、効率的且つ効果的な企業訪問を行い、新たな工業団地
のPRを行う。

単位：千円

　◆企業立地推進事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

2,534

　◆移住者起業安定化補助
　　金交付事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

700

・商工振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・市外から移住し新たに起業する者に対する経費の一部補助の実施

　◆創業支援事業計画に基
　　づく創業支援事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

2,500

・商工振興に要する経費
・中小企業資金融資等に要る経費

担当課 シティセールス推進課

・創業支援計画に沿って、中小事業者に対して創業までの準備資金や融資の償還
にかかる利子補給の補助を実施

（３）企業誘致と職場誘致の推進

単位：千円

　◆農産物産地化事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

7,759

・農業振興に要する経費 担当課 農林振興課

・高野山麓のメリットを活かした農産物の産地化調査や水稲の裏作として、ごまなど
の試験栽培の実施
・地域おこし協力隊報償金
・地域おこし協力隊活動経費

（２）農林業の振興

単位：千円
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基本目標Ⅱ　橋本市への新しい人の流れをつくる　

　① 分かりやすい移住情報の提供

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

56 1,498 387 776 250 141

（予算書　歳出Ｐ74、Ｐ76）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

500 250 250

（予算書　歳出Ｐ64）

（事業内容）

　② シティーセールス

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

123 500 1,749 1,184 1,186 2

（予算書　歳出Ｐ74、Ｐ76）

（事業内容）

　③ 住みやすい環境づくり

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

15,780 3,750 5,390 6,640

（予算書　歳出Ｐ74、Ｐ76）

（事業内容）

　◆移住促進助成事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

15,780

・移住・定住促進に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・転入夫婦新築住宅取得補助、空き家移住応援補助、お試し暮らし応援補助によ
り、移住時の住宅取得及び空き家の利活用の促進を図る。
・移住支援金
　東京23区で5年以上就業又は在住した者が市内に転入し、「就活サイクルプロ
ジェクト」参画事業の求人に採用された者又は県の企業支援金の交付決定を受け
た者に対し定額で補助を実施し、人材確保及び移住支援を行う。

1,554

・移住・定住促進に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・本市に移住を希望する方への情報発信及び現地体験会・移住相談会の開催

（１）移住・定住の促進　　　

　◆はしもと移住コンシェ
    ルジュ事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

単位：千円

500

・広報広聴に要する経費 担当課 秘書広報課

・市ホームページの動画コンテンツ充実に向け、橋本市の魅力発信動画を作成し、
掲載する。また、市民協働による取組みとして、アマチュアカメラマンが撮影した写
真のＳＮＳへの投稿も実施する。

　◆魅力発信コンテンツ作
　　成

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

2,372

・移住・定住促進に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・フリーペーパー広告等を利用して、橋本市の魅力の発信を行う

　◆はしもと暮らしセール
　　ス事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額
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　① 観光の振興

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

1,992 14,800 2,000 3,453 9,111 11,123 2,011

（予算書　歳出Ｐ186、Ｐ188）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

680 340 340

（予算書　歳出Ｐ186、Ｐ188）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

440 220 220

（予算書　歳出Ｐ186、Ｐ188）

（事業内容）

　② スポーツツーリズム

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

2,500 1,250 1,250

（予算書　歳出Ｐ186、Ｐ188）

（事業内容）

　③ グリーンツーリズム

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

10 80 90 180

（予算書　歳出Ｐ166、Ｐ168）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

1,000 500 500

（予算書　歳出Ｐ166、Ｐ168）

（事業内容）

・農業振興に要する経費 担当課 農林振興課

・田舎暮らし体験を促進するために農家の自宅を民泊できる家に改造するための
補助事業

　◆観光素材とスポーツを
　　連携した集客増進事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

2,500

・観光振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・世界遺産高野参詣道「黒河道」を周知ＰＲする目的と、歴史的な観光素材とスポー
ツを連携した誘客を図るため、歴史・観光を周遊するイベントを実施する。

　◆観光案内看板の多言語
　　化及び統一化委託事業

H30 経費内訳 財源内訳

予算額

440

・観光振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・世界遺産に通じる高野参詣道に多言語化観光案内看板を設置する。

　◆通い型週末就農事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

180

・農業振興に要する経費 担当課 農林振興課

・都市住民を対象とした通農型市民農園を開設する

　◆滞在型就農拡大事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

1,000

　◆広域観光ビジネス共同
　　体（DMO）の設置による
　　観光振興事業

（２）交流人口の増加　　　

H31

　◆観光ガイドマップ及
　　び、ホームページの充
　　実

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

680

・観光振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・インバウンドに対応できるガイドブックの作成を行う。

単位：千円

経費内訳 財源内訳

22,245

・観光振興に要する経費 担当課 シティセールス推進課

・橋本市における観光ニーズを把握するためのマーケティング調査、観光プロモー
ション、駅前にぎわい創出事業、観光案内及び地場産品販売促進に関する委託事
業
・広域観光推進に係る負担金
・地域おこし協力隊報償金
・地域おこし協力隊活動経費

予算額
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基本目標Ⅲ　若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる　

　① 妊娠・出産環境の充実

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

2,300 1,150 1,150

（予算書　歳出Ｐ144、Ｐ146）

（事業内容）

　② 子育て環境の充実

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

2,109 870 1,489 1,490

（予算書　歳出Ｐ262）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

94,000 10,810 83,190

（予算書　歳出Ｐ128）

（事業内容）

　① 女性の活躍推進

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

87 9 48 48

（予算書　歳出Ｐ86、Ｐ88）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

157 11 84 84

（予算書　歳出Ｐ86、Ｐ88）

（事業内容）

　◆特定不妊治療費助成

経費内訳 財源内訳

2,300

・母子保健事業に要する経費 担当課 健康課

・県が行う特定不妊治療費助成に上乗せして助成する事業

予算額

（１）子育て・教育環境の充実　　　

2,979

・家庭教育支援推進に要する経費 担当課 生涯学習課

・家庭教育支援事業とブックスタート事業の実施

予算額

財源内訳

予算額

94,000

・小中学生医療に要する経費 担当課 こども課

・中学生医療費の助成事業

・人権対策に要する経費 担当課 人権・男女共同推進室室

・起業を希望する女性を対象にセミナー等を開催して支援する事業

（２）就労環境の充実　　　

　◆女性の起業支援事業

単位：千円

　◆小中学生医療費助成制
    度の拡充

H31 経費内訳

168

・人権対策に要する経費

H31

担当課 人権・男女共同推進室室

・ワークライフバランスの推進に取り組むため、講演会等を開催する事業

H31
　◆ワークライフバランスに関
　　する講演会事業

H31 経費内訳

　◆家庭教育支援事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

財源内訳

96

経費内訳 財源内訳

予算額
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基本目標Ⅳ　安全・安心な暮らしを支えるまちづくり　

（１）暮らしやすいまちづくり

　① 公共交通等の充実

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

29,831 14,915 14,916

（予算書　歳出Ｐ78）

（事業内容）

　② 安全・安心のまちづくり

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

140 70 70

（予算書　歳出Ｐ84、Ｐ86）

（事業内容）

（２）ふるさとづくりの推進　　　

　① ふるさとづくりの推進

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

1,000 500 500

（予算書　歳出Ｐ80、Ｐ82）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

202 101 101

（予算書　歳出Ｐ72、Ｐ74）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 ふるさと基金 県費等 一般財源

64 200 2,732 1,497 1,498 1

（予算書　歳出Ｐ64、Ｐ264）

（事業内容）

報償金 委託料 補助金 その他 交付金 基　金 県費等 一般財源

橋本創生総合戦略
事業総合計

7,314 23,199 69,153 118,304 30,877 74,304 1,000 111,789

1,267

16,280

56,757

2,996

単位：千円

H31 経費内訳 財源内訳

担当課
秘書広報課
朝ドラ誘致室

・コミュニティバスに要する経費 担当課

予算額

予算額

29,831

経費内訳 財源内訳

予算額

1,000

・市民協働等に要する経費 担当課 政策企画室

・複数の地域（区・自治会）において共通する課題を課題をつなぎあわせ、これを解
決することを目的に複数の地域（区・自治会）を巻き込んだ課題解決型事業に取り
組むボランティア団体・市民活動団体（NPO法人含む）に対し助成金を交付する事
業。

うちふるさと橋本応援基金

うち企業誘致対策基金

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

217,970

うち産業振興基金

・前畑・古川資料展示館や大畑才蔵の功績広報連載記事等を材料とした将来ビ
ジョンの設定支援など次代の育成につなげる事業。

　◆（仮称）次代の担い手
　　育成事業

H31 経費内訳 財源内訳

　◆効率的で持続可能な公
　　共交通体系の構築及び
　　利用促進事業

・広報広聴に要する経費
・朝ドラ誘致に要する経費

　◆地域活性化支援事業補
　　助事業

H31

　◆家具固定に関する補助
　　事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

140

・災害対策に要する経費 担当課 危機管理室

・家具転倒防止金具、感震ブレーカーを取り付けるための補助事業

　◆こども食堂保険代助成
　　補助事業

H31 経費内訳 財源内訳

予算額

202

・教育と福祉の連携に要する経費 担当課 教育福祉連携推進室

・こども食堂利用者が食中毒等に万一遭遇した場合に保障する傷害保険加入相当
額を市が負担し子どもの安心安全を守る事業。

総務課

・コミュニティバス及びデマンド型乗合タクシー運行に対する補助事業

27
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